
専  決  処  分  書 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項並びに矢巾町長専決条例（平成２６年矢巾町条例第７

号）第２条第５号及び第６号の規定により、次のとおり専決処分する。 

 

平 成 ３ １ 年  ３  月 ３ １ 日  

矢 巾 町 長  高 橋 昌 造  

 

平成３０年度矢巾町一般会計補正予算（第７号） 

平成３０年度矢巾町の一般会計補正予算（第７号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ15,055千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ

13,904,547千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 

歳入歳出予算補正」による。 

 （繰越明許費の補正） 

第２条 繰越明許費の追加及び変更は、「第２表 繰越明許費補正」による。 

（地方債の補正） 

第３条 地方債の変更及び廃止は、「第３表 地方債補正」による。 
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第１表 歳　入　歳　出　予　算　補　正　　　

歳   入 （単位：千円）

2

1 地 方 揮 発 油 譲 与 税

2 自 動 車 重 量 譲 与 税

3

1 利 子 割 交 付 金

4

1 配 当 割 交 付 金

5

1 株式等譲渡所得割交付金

7

1 自 動 車 取 得 税 交 付 金

9

1 地 方 交 付 税

10

1 交通安全対策特別交付金

11

1 負 担 金

13

1 国 庫 負 担 金

2 国 庫 補 助 金

3 委 託 金

14

1 県 負 担 金

2 県 補 助 金

3 委 託 金

款 項 補 正 前 の 額 補  正  額 計

地 方 譲 与 税 173,791 △ 5,260 168,531

48,800 △ 140 48,660

124,991 △ 5,120 119,871

7,346 △ 2,322 5,024

自 動 車 取 得 税 交 付 金 32,240 △ 1,254 30,986

利 子 割 交 付 金 4,500 △ 309 4,191

4,500 △ 309 4,191

分 担 金 及 び 負 担 金 139,683 △ 1,812 137,871

139,683 △ 1,812 137,871

配 当 割 交 付 金 7,187 △ 1,754 5,433

7,187 △ 1,754 5,433

地 方 交 付 税 1,778,770 93,338 1,872,108

株式等譲渡所得割交付金 7,346 △ 2,322 5,024

国 庫 支 出 金 2,040,071 △ 24,286 2,015,785

997,096 △ 4,208 992,888

1,037,656 △ 20,296 1,017,360

395,028 △ 15,675 379,353

52,995 35 53,030

5,319 218 5,537

県 支 出 金 930,203 △ 16,008 914,195

482,180 △ 368 481,812

32,240 △ 1,254 30,986

交通安全対策特別交付金 4,642 △ 278 4,364

4,642 △ 278 4,364

1,778,770 93,338 1,872,108



20

1 町 債

款 項 補 正 前 の 額 補  正  額 計

歳 入 合 計 13,889,492 15,055 13,904,547

町 債 1,661,603 △ 25,000 1,636,603

1,661,603 △ 25,000 1,636,603

補 正 さ れ な か っ た 款 項 に か か る 金 額 7,109,456 7,109,456

－3－



－4－

歳   出 （単位：千円）

2

1 総 務 管 理 費

3 戸 籍 住 民 基 本 台 帳 費

3

1 社 会 福 祉 費

2 児 童 福 祉 費

4

1 保 健 衛 生 費

6

1 農 業 費

8

2 道 路 橋 梁 費

4 都 市 計 画 費

5 住 宅 費

10

2 小 学 校 費

3 中 学 校 費

総 務 費 3,145,773 26,405 3,172,178

款 項 補 正 前 の 額 補  正  額 計

2,949,224 26,991 2,976,215

47,569 △ 586 47,073

衛 生 費 735,087 △ 38 735,049

民 生 費 3,657,221 △ 8,001 3,649,220

1,721,612 △ 361 1,721,251

1,935,609 △ 7,640 1,927,969

588,346 △ 3,243 585,103

262,196 △ 38 262,158

農 林 水 産 業 費 595,409 △ 3,243 592,166

教 育 費 1,538,636 0 1,538,636

土 木 費 2,755,695 △ 68 2,755,627

1,758,799 0 1,758,799

908,888 0 60,888

48,500 △ 68 48,432

551,513 20,000 571,513

歳 出 合 計 13,889,492 15,055 13,904,547

補 正 さ れ な か っ た 款 項 に か か る 金 額 1,461,671 1,461,671

380,143 △ 20,000 360,143



第２表                       　                      繰　越　明　許　費　補　正

（追　加） （単位：千円）

款 項 金　　　額

10　教育費 5　保健体育費 5,953

計 5,953

（変　更） （単位：千円）

款 項 事　業　名 補　正　前 補　正　後

06　農林水産業費 1　農業費 農地耕作条件改善事業 2,680 2,829

08　土木費 2　道路橋梁費
矢巾スマートＩＣ関連道路整
備事業

227,668 227,383

2　小学校費 小学校空調設備整備事業 389,433 409,433

3　中学校費 中学校空調設備整備事業 273,437 253,437

計 893,218 893,082

事　業　名

共同調理場維持管理事業

10　教育費

－5－



－6－

第３表                         　                       地　方　債　補　正

（変　更） (単位：千円)

補　　　　　正　　　　　前 補　　　　　正　　　　　後

限度額 起債の方法 利　率 償還の方法 限度額 起債の方法 利　率 償還の方法

道路整備事業 525,100 515,400

学校教育施設等整備事業 498,800 555,600

（廃　止） (単位：千円)

限度額

72,100

起債の目的 備　　　考

一般単独事業 学校教育施設等整備事業債に組替えのため

起債の目的

 
   政府資金につい
 ては、その融資条
 件により、その他
 の場合には、その
 債権者と協定する
 ものによる。ただ
 し、財政の都合に
 より償還年限を短
 縮し、又は繰上償
 還若しくは低利に
 借換えすることが
 できる。

普通貸借
又　　は
証券発行

 年6.0％以内
 （ただし、利率見
 直し方式で借り入
 れる資金について
 は、当該見直し後
 の利率）

 
   政府資金につい
 ては、その融資条
 件により、その他
 の場合には、その
 債権者と協定する
 ものによる。ただ
 し、財政の都合に
 より償還年限を短
 縮し、又は繰上償
 還若しくは低利に
 借換えすることが
 できる。

普通貸借
又　　は
証券発行

 年6.0％以内
 （ただし、利率見
 直し方式で借り入
 れる資金について
 は、当該見直し後
 の利率）



歳入歳出予算補正事項別明細書



……….. 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
…… 
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款 計

１　総　括
（単位：千円）歳 入

補 正 前 の 額 補  正  額

1 町 税 3,619,8963,619,896

2 地 方 譲 与 税 △5,260 168,531173,791

3 利 子 割 交 付 金 △309 4,1914,500

4 配 当 割 交 付 金 △1,754 5,4337,187

5 株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 △2,322 5,0247,346

6 地 方 消 費 税 交 付 金 564,985564,985

7 自 動 車 取 得 税 交 付 金 △1,254 30,98632,240

8 地 方 特 例 交 付 金 23,07823,078

9 地 方 交 付 税 93,338 1,872,1081,778,770

10 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 △278 4,3644,642

11 分 担 金 及 び 負 担 金 △1,812 137,871139,683

12 使 用 料 及 び 手 数 料 75,32275,322

13 国 庫 支 出 金 △24,286 2,015,7852,040,071

14 県 支 出 金 △16,008 914,195930,203

15 財 産 収 入 103,736103,736

16 寄 附 金 1,485,1381,485,138

17 繰 入 金 597,547597,547

18 繰 越 金 478,820478,820

19 諸 収 入 160,934160,934

20 町 債 △25,000 1,636,6031,661,603

歳     入     合     計 13,889,492 15,055 13,904,547



地 方 債

補 正 前 の 額 計補 正 額款
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（単位：千円）

特    定    財    源
一般財源

国県支出金 そ の 他

補 正 額 の 財 源 内 訳

歳 出

1 130,963130,963議 会 費

1692 26,405 3,172,1783,145,773 26,236総 務 費

△18,2683 △8,001 3,649,2203,657,221 10,267民 生 費

△2044284 △38 735,049735,087 △262衛 生 費

5 19,49619,496労 働 費

△1,608△1,7596 △3,243 592,166595,409 124農 林 水 産 業 費

7 105,717105,717商 工 費

△9,700△418 △68 2,755,6272,755,695 9,673土 木 費

9 359,984359,984消 防 費

△15,300△20,82310 1,538,6361,538,636 36,123教 育 費

11 6,7966,796災 害 復 旧 費

12 830,539830,539公 債 費

13 11諸 支 出 金

14 8,1758,175予 備 費

歳     出     合     計 13,889,492 15,055 13,904,547 △40,294 △25,000 △1,812 82,161



歳          入



……….. 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
…… 
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2  地方譲与税

２　歳　入

（単位：千円）地方揮発油譲与税1地方譲与税（款） 2 （項）

補 正 額 説    明
金   額区   分

節
計補正前の額目

△140地方揮発油譲与税1△140地方揮発油譲与税1 48,66048,800 △140地方揮発油譲与税の減

48,660△14048,800計

自動車重量譲与税（項） 2地方譲与税（款） 2

△5,120自動車重量譲与税1△5,120自動車重量譲与税1 119,871124,991 △5,120自動車重量譲与税の減

119,871△5,120124,991計

利子割交付金（項） 1利子割交付金（款） 3

△309利子割交付金1△309利子割交付金1 4,1914,500 △309利子割交付金の減

4,191△3094,500計

配当割交付金（項） 1配当割交付金（款） 4

△1,754配当割交付金1△1,754配当割交付金1 5,4337,187 △1,754配当割交付金の減

5,433△1,7547,187計

株式等譲渡所得割交付金（項） 1株式等譲渡所得割交付金（款） 5

△2,322株式等譲渡所得割1△2,322株式等譲渡所得割1 5,0247,346 △2,322株式等譲渡所得割交付金の減

交付金交付金

5,024△2,3227,346計
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（単位：千円）自動車取得税交付金1自動車取得税交付金（款） 7 （項）

補 正 額 説    明
金   額区   分

節
計補正前の額目

△1,254自動車取得税交付1△1,254自動車取得税交付1 30,98632,240 △1,254自動車取得税交付金の減

金金

30,986△1,25432,240計

地方交付税（項） 1地方交付税（款） 9

93,338地方交付税193,338地方交付税1 1,872,1081,778,770 93,338特別交付税の増

1,872,10893,3381,778,770計

交通安全対策特別交付金（項） 1交通安全対策特別交付金（款） 10

△278交通安全対策特別1△278交通安全対策特別1 4,3644,642 △278交通安全対策特別交付金の減

交付金交付金

4,364△2784,642計

負担金（項） 1分担金及び負担金（款） 11

△204未熟児養育医療費1△204衛生費負担金2 396600 △204未熟児養育医療費負担金の減

負担金　　

△1,608農業費負担金1△1,608農林水産業費負担3 2,0343,642 △1,608農地耕作条件改善事業分担金の減

金

137,871△1,812139,683計

国庫負担金（項） 1国庫支出金（款） 13

△4,565児童手当交付金4△4,565民生費国庫負担金1 990,961995,526 △4,194被用者児童手当交付金の減

△319非被用者児童手当交付金の減

△52被用者３歳以上中学校修了前交付金の減
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13  国庫支出金

国庫負担金（項） 1国庫支出金（款） 13

357未熟児養育医療費1357衛生費国庫負担金2 1,9271,570 357未熟児養育医療費負担金の増

負担金　　　　

992,888△4,208997,096計

国庫補助金（項） 2国庫支出金（款） 13

801地方創生推進交付1158総務費国庫補助金1 227,071226,913 801地方創生推進交付金の増

金

△643個人番号カード交2 △698個人番号カード交付事業費補助金の減

付事業費等補助金 55個人番号カード交付事務費補助金の増

8教育振興費補助金1△20,454教育費国庫補助金5 115,874136,328 13要保護児童生徒援助費補助金の増

△5特別支援教育就学奨励費補助金の減

△20,462公立学校施設整備5 △20,462ブロック塀・冷房設備対応臨時特例交付金の減

費補助金

1,017,360△20,2961,037,656計

委託金（項） 3国庫支出金（款） 13

218社会福祉費委託金2218民生費委託金2 5,3475,129 218国民年金事務費交付金の増

5,5372185,319計

県負担金（項） 1県支出金（款） 14

△546児童手当負担金6△546民生費県負担金1 480,849481,395 △454被用者児童手当負担金の減

△79非被用者児童手当負担金の減

△13被用者３歳以上中学校修了前負担金の減

178未熟児養育医療費1178衛生費県負担金2 963785 178未熟児養育医療費負担金の増

負担金　　　
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（単位：千円）県負担金1県支出金（款） 14 （項）

補 正 額 説    明
金   額区   分

節
計補正前の額目

481,812△368482,180計

県補助金（項） 2県支出金（款） 14

△1,636社会福祉総務費補1△13,372民生費県補助金2 141,923155,295 △1,636重度心身障害者医療費助成事業補助金の減

助金

△224障害福祉事業費補2 △21在宅重度障害者家族介護慰労手当支給事業費補助金の減

助金 △157小児慢性特定疾病対策補助金の減

△46在宅超重症児者等短期入所支援事業費補助金の減

44介護保険運営事業4 44介護保険事業費補助金の増

費補助金

△2,308児童福祉費補助金5 △2,308子ども・子育て支援交付金の減

△9,248母子福祉費補助金6 △6,854子ども医療費助成事業補助金の減

△2,394妊産婦医療費助成事業補助金の減

△107保健衛生費補助金1△107衛生費県補助金3 7,7847,891 △90健康増進事業補助金の減

△17自殺対策強化事業費補助金の減

△124農業振興費補助金2△1,759農林水産業費県補4 202,611204,370 △124いわて農林水産物消費者理解増進対策事業補助金の減

助金

△1,635農地費補助金5 △1,635農地耕作条件改善事業補助金の減

△68住宅費補助金1△68土木費県補助金5 5,6405,708 △68生活再建住宅支援事業補助金の減

△369部活動指導員配置2△369教育費県補助金6 1,4701,839 △369部活動指導員配置事業補助金の減

事業補助金

379,353△15,675395,028計
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14  県支出金

委託金（項） 3県支出金（款） 14

7総務費委託金111総務費委託金1 45,90945,898 7いわてグラフ世帯配布委託金の増

4統計調査費委託金3 4人口動態調査費市町村交付金の増

△3児童福祉費委託金2△3民生費委託金2 341344 △3母子家庭等日常生活支援事業事務委託金の減

27都市計画費委託金227土木費委託金5 5,9535,926 24開発許可取扱委託金の増

3建築確認調査事務委託金の増

53,0303552,995計

町債（項） 1町債（款） 20

△9,700道路整備事業債1△9,700土木債2 515,400525,100 △9,700公共事業等債の減

56,800学校教育施設等整1△15,300教育債4 555,600570,900 53,100小学校施設整備事業債の増

備事業債 3,700中学校施設整備事業債の増

△72,100一般単独事業債2 △41,700一般単独事業債（小学校学教債充当残分）の減

△30,400一般単独事業債（中学校学教債充当残分）の減

1,636,603△25,0001,661,603計



 



歳          出



……….. 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
…… 
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2  総務費

３　歳　出

（款） 2 総務費 （項） 1 総務管理費 （単位：千円）

目 補正前の額 補 正 額 計

補  正  額  の  財  源  内  訳

特   定   財   源 説    明

節

一般財源 区   分 金   額
国県支出金 地 方 債 そ の 他

2文書広報 48,720 0 48,720 7 △7 財源更正

費

6企画費 1,343,348 △2,000 1,341,348 801 △2,801 13委 託 料 △2,000 ◎企画事業の減 △2,000

  ○地方創生事業の減 △2,000

    地方創生事業委託料 △2,000

8財政調整 469,142 28,991 498,133 28,991 25積 立 金 28,991 ◎財政調整基金積立事業の増 28,991

基金費   ○財政調整基金積立事業の増 28,991

    財政調整基金積立金 28,991

計 2,949,224 26,991 2,976,215 808 26,183

（款） 2 総務費 （項） 3 戸籍住民基本台帳費

1戸籍住民 47,659 △586 47,073 △639 53 19負担金､補助 △586 ◎戸籍住民基本台帳事業の減 △586

基本台帳 及 び 交 付 金   ○戸籍住民基本台帳事業の減 △586

費     マイナンバー関連業務交付金 △586

計 47,659 △586 47,073 △639 53

（款） 3 民生費 （項） 1 社会福祉費

1社会福祉 345,227 0 345,227 △1,418 1,418 財源更正

総務費

2障害福祉 631,669 △361 631,308 △224 △137 20扶 助 費 △361 ◎障害者支援事業の減 △361

費   ○障害者給付事業の減 △361

    在宅重度障害者家族介護慰労

    手当 △35
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（款） 3 民生費 （項） 1 社会福祉費 （単位：千円）

目 補正前の額 補 正 額 計

補  正  額  の  財  源  内  訳

特   定   財   源 説    明

節

一般財源 区   分 金   額
国県支出金 地 方 債 そ の 他

    小児慢性特定疾病児日常生活

    用具給付事業給付費 △211

    超重症児者等短期入所特別給

    付費 △115

3老人福祉 681,184 0 681,184 44 △44 財源更正

費

計 1,721,612 △361 1,721,251 △1,598 1,237

（款） 3 民生費 （項） 2 児童福祉費

2児童措置 444,834 △7,640 437,194 △5,111 △2,529 20扶 助 費 △7,640 ◎児童措置事業の減 △7,640

費   ○児童手当給付事業の減 △7,640

    被用者児童手当 △6,250

    非被用者児童手当 △410

    被用者小学校修了後中学校修

    了前児童手当 △800

    非被用者小学校修了後中学校

    修了前児童手当 △180

3児童福祉 1,236,619 0 1,236,619 △2,308 2,308 財源更正

施設費

4母子福祉 130,083 0 130,083 △9,251 9,251 財源更正

費

計 1,935,609 △7,640 1,927,969 △16,670 9,030
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4  衛生費

（款） 4 衛生費 （項） 1 保健衛生費

1保健衛生 170,416 △38 170,378 428 △204 △262 11需 用 費 △38 ◎精神保健事業の減 △38

総務費   ○精神保健事業の減 △38

    消耗品費 △38

計 262,196 △38 262,158 428 △204 △262

（款） 6 農林水産業費 （項） 1 農業費

2農業総務 58,520 0 58,520 △124 124 財源更正

費

5農地費 242,685 △3,243 239,442 △1,635 △1,608 13委 託 料 △141 ◎農業基盤整備事業の減 △3,243

  ○農地耕作条件改善事業の減 △3,243

15工 事 請 負 費 △3,102     農地耕作条件改善事業設計業

    務委託料 △141

    工事請負費 △3,102

計 588,346 △3,243 585,103 △1,759 △1,608 124

（款） 8 土木費 （項） 2 道路橋梁費

2道路維持 285,724 0 285,724 △1,200 1,200 財源更正

費

3道路新設 1,361,471 0 1,361,471 2,200 △2,200 財源更正

改良費

4橋梁維持 42,900 0 42,900 △4,900 4,900 財源更正

費

計 1,758,799 0 1,758,799 △3,900 3,900

（款） 8 土木費 （項） 4 都市計画費

1都市計画 67,463 0 67,463 27 △27 財源更正

総務費
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（款） 8 土木費 （項） 4 都市計画費 （単位：千円）

目 補正前の額 補 正 額 計

補  正  額  の  財  源  内  訳

特   定   財   源 説    明

節

一般財源 区   分 金   額
国県支出金 地 方 債 そ の 他

計 908,888 0 908,888 27 △27

（款） 8 土木費 （項） 5 住宅費

1住宅管理 48,500 △68 48,432 △68 △5,800 5,800 19負担金､補助 △68 ◎被災者住宅再建支援事業の減 △68

費 及 び 交 付 金   ○被災者住宅再建支援事業の減 △68

    生活再建住宅支援事業補助金 △68

計 48,500 △68 48,432 △68 △5,800 5,800

（款） 10 教育費 （項） 2 小学校費

1学校管理 517,770 20,000 537,770 △9,594 11,400 18,194 13委 託 料 20,000 ◎小学校管理事業の増 20,000

費   ○小学校整備事業の増 20,000

    小学校空調設備整備業務委託

    料 20,000

2教育振興 33,743 0 33,743 △1 1 財源更正

費

計 551,513 20,000 571,513 △9,595 11,400 18,195

（款） 10 教育費 （項） 3 中学校費

1学校管理 335,087 △20,000 315,087 △10,868 △26,700 17,568 13委 託 料 △20,000 ◎中学校管理事業の減 △20,000

費   ○中学校整備事業の減 △20,000

    中学校空調設備整備業務委託

    料 △20,000

2教育振興 45,056 0 45,056 △360 360 財源更正

費

計 380,143 △20,000 360,143 △11,228 △26,700 17,928



(単位：千円）

当 該 年 度 中 増 減 見 込 

当該年度中起債見込額 当該年度中元金償還見込額

 1　普通債 3,922,064 4,108,534 1,565,500 371,923 5,302,111

(1) 総務 745,322 940,507 135,900 44,918 1,031,489

(2) 民生 153,880 145,655 8,690 136,965

(3) 衛生 103,558 337,555 939 336,616

(4) 農林水産 0 0 0

(5) 商工 0 0

(6) 土木 1,087,520 1,147,684 823,500 164,032 1,807,152

(7) 公営住宅 12,900 12,900 12,900

(8) 消防 52,333 58,198 8,670 49,528

(9) 教育 1,766,551 1,466,035 606,100 144,674 1,927,461

 2　災害復旧債 362,775 301,853 47,710 254,143

 3　減税補てん債 124,640 99,043 25,867 73,176

 4　臨時財政対策債 4,389,902 4,537,078 429,703 318,933 4,647,848

合　　　計 8,799,381 9,046,508 1,995,203 764,433 10,277,278

地方債の前々年度末及び前年度末における現在高並びに
当該年度末における現在高の見込みに関する調書

区　　　分 前々年度末現在高 前年度末現在高 当該年度末現在高見込額
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